
自家用有償旅客運送の事務・権限の地方公共団体への移譲等のあり方に関する検討会
最終とりまとめ（概要）

○ 移譲の目的は、国会審議中の地域公共交通活性化・再生法改正法案と相まって、地方公共団体による創意工夫をこらした地域
の交通ネットワークの形成・充実の取り組みを促進することにある。

○ 移譲が有効活用されるようにするためにも、国土交通省が今回の提言内容を速やかに実施し、継続的にフォローアップを行っ
ていくべき。

自動車局が設置した「自家用有償旅客運送の事務・権限の地方公共団体への移譲等のあり方に関する検討会（座長：後藤春彦
早稲田大学創造理工学部長）」では、現在国会で審議中の地方分権一括法案に盛り込まれた自家用有償旅客運送の事務・権限の希
望する市町村等への移譲について、具体的な移譲の進め方や自家用有償旅客運送の有効活用に資する運用ルールの緩和のあり方等
を検討し、以下のとおり最終とりまとめを行った。

１．事務・権限の移譲に関する考え⽅

（１）いわゆる「手挙げ方式」による移譲

・移譲先の市町村長又は都道府県知事を国土交通大臣が指定する
方式により、希望する市町村等に対して移譲する制度とする。
（地方分権一括法案に反映済み）

（２）輸送の安全確保・利用者利益の保護

・移譲される市町村等が事務を適切に遂行する能力・体制を備え

ていることが必要である。

・このため、国土交通省において指定基準の明確化、指導・助言、

市町村を補完する都道府県への働きかけ等を行うべきである。

・移譲後も、移譲を受けた市町村等と密接に連携すべきである。

（３）移譲を促進するための環境整備等

・市町村等が移譲を受けやすくするため、国土交通省において知

見・ノウハウの継承、人材育成に係る支援等を行うべきである。

２．移譲の進め⽅
（１）運用ルールの緩和

・今後の法制的検討で可能と判断されれば、市町村長が
適切と認める「権利能力なき社団」も実施主体として
認めるべきである。

・運送できる旅客として、一定の条件の下で、①地域外
からの生活支援ボランティア、②社会参加が困難な者、
③地域外からの訪問者等も認めるべきである。

（２）運営協議会のあり方の改善等
・他の交通関係協議会と連携するほか、まちづくり、福

祉、教育等の分野と一体的に議論するべきである。
・国土交通省において、協議対象の合理化に向けた働き

かけの継続、合意形成の円滑化に向けた先進事例に関
する情報提供、関係者に対する研修機会の提供、コー
ディネーター役としての有識者の活用や不合理なロー
カルルールの是正の促進等を進めるべきである。

３．運⽤ルールの緩和・運営協議会のあり⽅の改善等

地方分権一括法案 ：地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律案
地域公共交通活性化・再生法改正法案：地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の一部を改正する法律案
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